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確定版

（下線部が速報値から変更のあった数値）



１ 決算の全体像

○一般会計決算規模の推移

△ 0.1%△ 1780779実質収支(Ｄ－Ｆ) Ｇ 5.9%1452,4402,585うち繰越財源 Ｆ △ 6.4%△ 1,46122,92021,459翌年度繰越額 Ｅ 4.5%1443,2203,364収支差引額(Ｂ－Ｃ) Ｄ △ 2.3%△ 10,607460,962450,355歳出決算額 Ｃ △ 2.3%△ 10,463464,182453,719歳入決算額 Ｂ △ 2.5%△ 12,548500,728488,180最終予算額 Ａ 増 減 率増 減 額平成18年度平成19年度区 分 （単位：百万円）
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◇歳入は、４，５３７億円。（対前年度比 △ 105億円）

◇歳出は、４，５０４億円。（対前年度比 △ 106億円）

◇基金の取り崩しと、退職手当債等の発行により、黒字を確保。歳 入 － 歳 出 － 翌年度へ繰り越した事業に必要な財源 ＝ ８億円4,537億円 4,504億円 25億円



使用料及び手数料8,227(1.8)
歳 入

453,719百万円

県 税132,832(29.3)
地方消費税清算金21,669(4.8)地方譲与税2,074(0.4)地方特例交付金 961(0.2)地方交付税141,292(31.1)分担金及び負担金2,502(0.5)

国庫支出金59,723(13.2)
繰入金10,880(2.4)諸収入12,511(2.8) 県債56,550(12.5)うち臨時財政対策債18,739(4.1)

その他4,498(1.0) 単位：百万円（ ）構成比 ％

２ 一般会計 歳入の状況

２

◇県税、地方交付税(その振替である臨時財政対策債を含む）等の主要な一般財源は、

⑱3,237億円から⑲3,175億円に減少（△62億円)。  　(単位：百万円、％）平成19年度 平成18年度決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ/Ｂ1 132,832 109,844 22,988 20.92 21,669 22,010 △ 341 △ 1.53 2,074 27,026 △ 24,952 △ 92.34 961 944 17 1.85 141,292 143,197 △ 1,905 △ 1.36 512 524 △ 12 △ 2.37 2,502 2,429 73 3.08 8,227 8,391 △ 164 △ 2.09 59,723 62,872 △ 3,149 △ 5.010 762 683 79 11.611 4 1 3 300.012 10,880 8,131 2,749 33.813 3,220 3,527 △ 307 △ 8.714 12,511 12,348 163 1.315 56,550 62,255 △ 5,705 △ 9.216 う ち 臨 時 財 政 対 策 債 18,739 20,716 △ 1,977 △ 9.5合 計 453,719 464,182 △ 10,463 △ 2.3317,567 323,737 △ 6,170 △ 1.9

比 較

県 債諸 収 入繰 越 金繰 入 金寄 附 金財 産 収 入国 庫 支 出 金使 用 料 及 び 手 数 料
款　　　　　　別

分 担 金 及 び 負 担 金交通安全対策特別交付金地 方 交 付 税地 方 特 例 交 付 金

うち主要な一般財源(1～5､16)

地 方 譲 与 税地 方 消 費 税 清 算 金県 税



単位：百万円、［ ］内は18年度決算額

県税等県税等県税等県税等

・国から地方への税源移譲により個人住民税は大幅に増加したが、それに伴う所得譲

与税の廃止により全体では２３億円の減となった。

県税 １３２，８３２［１０９，８４４］ ＋２２，９８８ ＋２０．９％うち個人県民税 ５０，４８４ ［ ２７，９４５］ ＋２２，５３９ ＋８０．７％法人２税 ３１，８８１［ ３０，９４４］ ＋ ９３７ ＋ ３．０％地方消費税 ７，３３３［ ８，１３８］ △ ８０５ △ ９．９％
地方消費税清算金 ２１，６６９［ ２２，０１０］ △ ３４１ △ １．５％

地方譲与税 ２，０７４［ ２７，０２６］ △２４，９５２ △９２．３％（うち所得譲与税 ０ ［ ２４，９９２］ △２４，９９２ 皆減 ）

１５１５１５１５６６６６，，，，５７５５７５５７５５７５［１５８，８８０］ △△△△２２２２，，，，３３３３０５０５０５０５ △△△△１１１１．．．．５５５５％％％％

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税

臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債

・地方交付税とその振替である臨時財政対策債については、引き続き削減されており、

対前年度３９億円の減となった。また、平成１５年度と比較すると４３３億円もの減とな

った。

地方交付税 １４１，２９２［１４３，１９７］ △１，９０５ △１．３％

臨時財政対策債 １８，７３９［ ２０，７１６］ △１，９７７ △９．５％

１１１１６０６０６０６０，，，，０３１０３１０３１０３１［１６３，９１３］ △△△△３３３３，，，，８８２８８２８８２８８２ △△△△２２２２．．．．４４４４％％％％

地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金
９６１９６１９６１９６１［ ９４４］ ＋＋＋＋１７１７１７１７ ＋＋＋＋１１１１．．．．８８８８％％％％

・減税補てん特例交付金（⑱５億円）が廃止され、経過措置として特別交付金（⑲３億円）

が創設された。また、児童手当のさらなる制度拡充に伴う児童手当特例交付の増

（⑱４億円→⑲６億円）により、全体としては対前年度ほぼ同額となった。

３



国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金

・公共事業関係国庫補助負担金（△１，２９６、△５．１％）、障害者自立支援対策臨時特

例交付金（△１，１１５ ⑱単年度）、義務教育費国庫負担金（△１５４、△０．８％）等の減

により、全体では１８年度に比べ減少するが、従来の単独事業への国庫補助金の充当

（地域自立・活性化交付金（＋３３）など）をはじめとして、国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金をををを効果的効果的効果的効果的にににに活用活用活用活用。

５９５９５９５９，，，，７２３７２３７２３７２３［６２，８７２］ △△△△３３３３，，，，１４９１４９１４９１４９ △△△△５５５５．．．．００００％％％％

単位：百万円、［ ］内は18年度決算額

繰入金繰入金繰入金繰入金

１０１０１０１０，，，，８８０８８０８８０８８０［ ８，１３１］ ＋＋＋＋２２２２，，，，７４９７４９７４９７４９ ＋＋＋＋３３３３３３３３．．．．８８８８％％％％

うち財政調整基金財政調整基金財政調整基金財政調整基金 1,0001,0001,0001,000 ［［［［1,0001,0001,0001,000］］］］ ±±±± 0000 ±±±± 0.00.00.00.0%%%%

・収支不足に対応するための基金からの繰入金は、歳入確保・歳出削減の努力により

当初予算編成時から大幅に圧縮。

県債県債県債県債

・今後の公債費負担の軽減を図るため、通常債（普通建設事業等に充当する県債）に

ついては、引き続き発行を抑制。財源不足に対応するため、一般公共事業債(調整分)

を発行。

・特例債については、臨時財政対策債及び減税補てん債は減少。財源不足に対応する

ため、退職手当債を発行。臨時財政対策債 １８，７３９ ［２０，７１６］ △１，９７７ △ ９．５％減税補てん債 － ［ ９０８］ △ ９０８ 皆減退職手当債 ３，９５０ ［ ２，２００］ ＋１，７５０ ＋７９．５％
・県債の発行に当たっては、極力、交付税により財源措置がなされる地方債を活用。

・平成１９年度末県債残高 ９，８２８億円（⑱末 ９，７８３億円） ＋ ４５億円うち通常債 ７，９１４億円 （⑱末 ８，０６５億円） △１５１億円特例債 １，９１４億円 （⑱末 １，７１８億円） ＋１９６億円（臨財債＋164億円、退手債＋40億円、減税補てん債等△8億円）

５６５６５６５６，，，，５５０５５０５５０５５０［６２，２５５］ △△△△５５５５，，，，７０５７０５７０５７０５ △△△△９９９９．．．．２２２２％％％％

うち通常債通常債通常債通常債 33,86133,86133,86133,861［［［［38,43138,43138,43138,431］］］］ △△△△4,5704,5704,5704,570 △△△△11.911.911.911.9%%%%

特例債特例債特例債特例債 22,68922,68922,68922,689［［［［22223,8243,8243,8243,824］］］］ △△△△1,1351,1351,1351,135 △△△△ 4.84.84.84.8%%%%

県債管理基金県債管理基金県債管理基金県債管理基金 7,600 7,600 7,600 7,600 ［［［［5,5005,5005,5005,500］］］］ ＋＋＋＋2,1002,1002,1002,100 ＋＋＋＋38.238.238.238.2%%%%

予算額 決算額 増減財政調整基金 3,000 1,000 △2,000 8,158県債管理基金 12,000 7,600 △4,400 30,504計 15,000 8,600 △6,400 38,662
平成１９年度繰入額 平成１９年度末基金残高基金名

４



人件費169,158(37.6)
扶助費 11,492(2.5)公債費 69,622(15.5)普通建設事業等79,854(17.7)

補助費等89,061(19.8)出資金・積立金 9,824(2.1) 物件費その他 18,336(4.1)
歳 出

450,355百万円

貸付金 3,008(0.7) 単位：百万円（ ）構成比 ％

５

３ 一般会計 歳出の状況

◇ 人件費は、⑱1,698億円から⑲1,692億円に減少(△6億円）。

◇ 補助費等は、社会保障関係経費の増により、⑱862億円から⑲891億円に増加(+29億円)。

◇ 公共事業などの普通建設事業費は、⑱858億円から⑲784億円に減少(△74億円)。

◇ 歳出の規模は７年連続の減。（⑫5,783億円 → ⑲4,504億円 △1,279億円、△22.1％)

（１） 性質別

     (単位：百万円、％）平 成 19 年 度 平 成 18 年 度決 算 額 Ａ 決 算 額 Ｂ 増減額（Ａ－Ｂ）Ｃ 増減率　Ｃ／Ｂ169,158 169,757 △ 599 △ 0.4う ち 退 職 手 当 18,686 16,794 1,892 11.3う ち 退 職 手 当 以 外 150,472 152,963 △ 2,491 △ 1.611,492 11,441 51 0.469,622 72,182 △ 2,560 △ 3.5250,272 253,380 △ 3,108 △ 1.278,357 85,793 △ 7,436 △ 8.7補 助 事 業 費 50,142 54,396 △ 4,254 △ 7.8単 独 事 業 費 14,747 18,605 △ 3,858 △ 20.7国直轄事業費負担金 13,468 12,792 676 5.31,497 1,615 △ 118 △ 7.379,854 87,408 △ 7,554 △ 8.610,713 10,276 437 4.31,952 1,978 △ 26 △ 1.389,061 86,207 2,854 3.3う ち 県 税 交 付 金 等 25,422 26,474 △ 1,052 △ 4.08,667 11,808 △ 3,141 △ 26.61,157 667 490 73.53,008 3,170 △ 162 △ 5.15,671 6,068 △ 397 △ 6.5120,229 120,174 55 0.0450,355 460,962 △ 10,607 △ 2.3（ そ の 他 経 費 ） 小 計合 計貸 付 金
物 件 費維 持 補 修 費補 助 費 等
繰 出 金投 資 及 び 出 資 金積 立 金
公 債 費
（ 投 資 的 経 費 ） 小 計
普 通 建 設 事 業 費（ 義 務 的 経 費 ） 小 計
災 害 復 旧 事 業 費

区　　　　分人 件 費 比　　　　　較
扶 助 費



・引き続き職員定数の削減を図ったこと、自主的な給与抑制措置を継続したこと等により

１８年度に比べ減少。

職員定数 △１６７人（医大・県立病院・水道局の職員を除く）

給与抑制措置（抑制率） 特別職 知事 １０％、副知事 ５％、代表監査委員 ４％一般職 部・次長級 ４％、課長級 ３％、主幹～主査級２％ 等
・退職手当は、団塊の世代の職員の退職期を迎え、引き続き増加傾向。

【参考】退職手当決算額の推移（⑳は予算） （単位：億円）

扶助費扶助費扶助費扶助費 １１１１１１１１，，，，４９２４９２４９２４９２［１１，４４１］ ＋＋＋＋ ５１５１５１５１ ＋＋＋＋００００．．．．４４４４％％％％

・児童保護措置費（＋７４、＋５．８％）、小児慢性特定疾患治療費（＋５０、＋１９．６％）の増

等により増加。

単位：百万円、［ ］内は18年度決算額

209187168146135138119123113113 ⑳⑲⑱⑰⑯⑮⑭⑬⑫⑪

➢➢➢➢ 義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費（人件費、公債費、扶助費の合計）は、

１８年度決算に比べ、３１３１３１３１億円億円億円億円（（（（３３３３，，，，１０１０１０１０８８８８百万円百万円百万円百万円））））のののの減減減減。

ただし、歳出全体歳出全体歳出全体歳出全体にににに占占占占めるめるめるめる構成比構成比構成比構成比はははは、、、、００００．．．．６６６６ポイントポイントポイントポイント上昇上昇上昇上昇。。。。

（⑱５５．０％→⑲５５．６％）

人件費人件費人件費人件費

１６９１６９１６９１６９，，，，１５８１５８１５８１５８［１６９，７５７］ △△△△ ５９９５９９５９９５９９ △△△△００００．．．．４４４４％％％％

うちうちうちうち退職手当退職手当退職手当退職手当 18,68618,68618,68618,686 ［［［［ 16,7916,7916,7916,794444]]]] ＋＋＋＋1,891,891,891,892222 ＋＋＋＋11.3%11.3%11.3%11.3%

退職手当以外退職手当以外退職手当以外退職手当以外 150,472150,472150,472150,472 ［［［［152,963152,963152,963152,963］］］］ △△△△2,492,492,492,491111 △△△△ 1.6%1.6%1.6%1.6%

公債費公債費公債費公債費

６９６９６９６９，，，，６２２６２２６２２６２２［７２，１８２］ △△△△２２２２，，，，５６０５６０５６０５６０ △△△△３３３３．．．．５５５５％％％％

うちうちうちうち元金元金元金元金 52,032 52,032 52,032 52,032 ［［［［53,58453,58453,58453,584］］］］ △△△△1,5521,5521,5521,552 △△△△2.9%2.9%2.9%2.9%

利子利子利子利子 17,59017,59017,59017,590 ［［［［18,59818,59818,59818,598］］］］ △△△△1,0081,0081,0081,008 △△△△5.4%5.4%5.4%5.4%

・公債費の償還条件を見直し、平準化措置を講じたことなどにより、償還元金は減少。

・借入利率の低下により、支払利子は減少。

・１９年度の公債費のうち、地方交付税によりその財源が措置されるのは６０．０％。

（公債費(a) 69,622 地方交付税措置額(b) 41,773    措置率(b/a) 60.0%）

６



普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費

・事業費総額は抑制しながらも、平城遷都1300年に向けＪＲ奈良駅付近連続立体交

差及び大宮道路等の整備をはじめ、中和幹線、香芝署の整備、県立高校耐震診断

の実施など、生活に密着した社会資本整備を着実に推進。

７８７８７８７８，，，，３５７３５７３５７３５７［８５，７９３］ △△△△７７７７，，，，４３６４３６４３６４３６ △△△△８８８８．．．．７７７７％％％％

補助費等補助費等補助費等補助費等
８９８９８９８９，，，，０６１０６１０６１０６１［８６，２０７］ ＋＋＋＋２２２２，，，，８５４８５４８５４８５４ ＋＋＋＋３３３３．．．．３３３３％％％％

・国の社会保障制度に関する経費は、老人保健医療費給付事業等の自然増、障害者

自立支援法関係給付費の平年度化、児童手当の制度拡充等により引き続き増加

老人保健医療費給付 ８，６１８［ ８，３１４］ ＋ ３０４ ＋ ３．７％

介護給付 ９，７６７［ ９，４０４］ ＋ ３６３ ＋ ３．９％

国民健康保険関係経費 ９，２８３［ ８，５８４］ ＋ ６９９ ＋ ８．１％

障害者自立支援給付 ２，０９０［ １，１３７］ ＋ ９５３ ＋８３．８％

児童手当負担金 ２，６４０［ ２，３３２］ ＋ ３０８ ＋１３．２％

・収支差補助である県立病院事業への補助金についても１８年度比べ増加（＋２２４）。

・参議院議員、県議会議員及び知事の選挙にかかる経費

１，２９８［ ２４７］ ＋１，０５１ 著増

・県税交付金等 ２５，４２２［２６，４７４］ △１，０５２ △ ４．０％

単位：百万円、［ ］内は18年度決算額

７



災害復旧費　1,497(0.3)

歳　　出

450,355百万円

教育費　123,354(27.4)

土木費　69,156(15.4) 公債費　69,676(15.5)福祉費52,185(11.6)

農林水産業費　　19,260(4.3)
警察費30,414(6.7)諸支出金33,747(7.5)

総務費27,586(6.1)
健康安全費　9,768(2.2)企画費　4,923(1.1)生活環境費　3,724(0.8)商工費　3,089(0.7) その他　1,144(0.2)労働費　832(0.2) 単位：百万円（　）構成比 ％

８

（２） 目的別  (単位：百万円、％）平成19年度 平成18年度決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ議 会 費 1,144 1,179 △ 35 △ 3.0総 務 費 27,586 24,870 2,716 10.9企 画 費 4,923 5,256 △ 333 △ 6.3福 祉 費 52,185 50,680 1,505 3.0健 康 安 全 費 9,768 10,319 △ 551 △ 5.3生 活 環 境 費 3,724 3,968 △ 244 △ 6.1労 働 費 832 912 △ 80 △ 8.8農 林 水 産 業 費 19,260 20,310 △ 1,050 △ 5.2商 工 費 3,089 3,276 △ 187 △ 5.7土 木 費 69,156 74,363 △ 5,207 △ 7.0警 察 費 30,414 29,823 591 2.0教 育 費 123,354 124,980 △ 1,626 △ 1.3災 害 復 旧 費 1,497 1,615 △ 118 △ 7.3公 債 費 69,676 72,211 △ 2,535 △ 3.5諸 支 出 金 33,747 37,200 △ 3,453 △ 9.3予 備 費 0 0 0 0.0合 計 450,355 460,962 △ 10,607 △ 2.3

比 較款　　別



◇ 当初予算時の収支不足額は２４５億円。

◇ 決算時における収支不足額は１５４億５６百万円。

■歳入（財政調整基金・県債管理基金・退職手当債等を除く、4,374億84百万円）と

歳出（4,503億55百万円）の差 128億71百万円（Ａ）

■翌年度へ繰り越した事業に必要な財源 25億85百万円（Ｂ）

収支不足額（Ａ）＋（Ｂ） 154億56百万円

◇ 歳入確保、歳出削減の取り組みにより、当初予算時より圧縮したが、

なお多額の収支不足が存在。➢➢➢➢ 当初予算時の収支不足額 245億円と比べて△90億44百万円。
◇ このため、財政調整基金、県債管理基金の取り崩しと、退職手当債等

の発行により赤字を回避。➢➢➢➢ 財政調整基金、県債管理基金の取り崩し ⑲86億円 (⑱65億円) ＋21億円・当初予算額150億円からは64億円圧縮。➢➢➢➢ 退職手当債等の発行 ⑲76億35百万円 (⑱63億円) ＋13億35百万円・退職手当債 ⑲39億50百万円 (⑱22億円) ＋17億50百万円・・・・一般公共事業債(調整分) ⑲36億85百万円 (⑱41億円) △ 4億15百万円➢➢➢➢ 対応後の収支（実質収支） 7億79百万円の黒字
◇ この結果、前年度に引き続き基金残高は減少し、県債残高は増加。➢➢➢➢ 財政調整基金、県債管理基金残高⑱ 440億46百万円 → ⑲ 386億62百万円 (△53億84百万円)➢➢➢➢ 県債残高⑱ 9,782億63百万円 → ⑲ 9,827億81百万円 (＋45億18百万円)(⑲年度末の県債残高に占める交付税措置額の割合 53.6%)

４ 収支不足への対応と基金、県債残高の状況

９



５ 特別会計の状況 (単位：百万円、％）平成18年度最 終 予 算 額 歳入 決 算 額 歳 出決 算額 差 引 歳出 決 算 額 増 減 額 増減率Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D公 立 大 学 法 人奈 良 県 立 医 科大 学 関 係 経 費 9,366 9,081 5,860 3,221 33,985 △ 28,125 △ 82.8県 営 競 輪事 業 費 16,569 15,988 15,988 0 16,904 △ 916 △ 5.4奈 良 公 園 費 389 402 362 40 385 △ 23 △ 6.0観 光 自 動 車駐 車 場 費 328 336 327 9 310 17 5.5母 子 寡 婦 福 祉資 金 貸 付 金 120 230 87 143 62 25 40.3農 業 改 良資 金 貸 付 金 388 493 98 395 28 70 250.0中 小 企 業 振 興資 金 貸 付 金 2,328 2,915 626 2,289 394 232 58.9証 紙 収 入 7,048 6,980 6,828 152 7,224 △ 396 △ 5.5用 地 先 行取 得 費 － － － － 80 皆　減 皆　減流 域 下 水 道事 業 費 14,770 12,861 11,958 903 13,317 △ 1,359 △ 10.2林 業 改 善 資 金貸 付 金 186 559 8 551 38 △ 30 △ 78.9中 央 卸 売 市 場事 業 費 788 755 759 △ 4 670 89 13.3公 債 管 理 104,569 103,825 102,532 1,293 109,728 △ 7,196 △ 6.6育 成 奨 学 金貸 付 金 218 409 215 194 140 75 53.6合 計 157,067 154,834 145,648 9,186 183,265 △ 37,617 △ 20.5　※公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計の「平成18年度」欄は、奈良県立医科大学費特別会計

比 較会 計 名 平 成 19 年 度

【参　　考】 (単位：百万円、％）平成18年度最 終 予 算 額 収 入 決 算額 支 出 決 算 額 差 引 支 出 決 算額 増 減 額 増減率Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D収入 　 13,104支出  　12,086病 院 事 業 費 20,898 19,415 20,404 △ 989 20,359 45 0.211,828 △  140 △ 1.2水 道 用 水 供 給事 業 費 12,945 11,688 1,257公 営 企 業会 計(収益的収 支 ) 平 成 19 年 度 比 較
１０



健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率

公営企業公営企業公営企業公営企業のののの資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率

◇「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行に伴い、１９年度

決算から健全化判断比率等を算定。

◇ 一定の基準を超えた場合には、財政健全化計画等の策定が必要。

本県の数値 経営健全化基準―(△162.3%)5.0%―(△6.7%)0.7%　※　水道用水供給事業、流域下水道事業は、資金不足がないため、（　　）内に資金剰余の比率　　　 を△で表している　※　経営健全化基準 ： 自主的な改善努力による経営健全化が必要な水準　　　　　→ 経営健全化計画の策定、外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等
20% 水道用水供給事業 病院事業 流域下水道事業 中央卸売市場事業

 資金不足比率　・公営企業ごとの資金不足の比率

◇◇◇◇ 本県本県本県本県のののの指標指標指標指標はははは、、、、いずれもいずれもいずれもいずれも基準基準基準基準にににに該当該当該当該当するするするする状況状況状況状況にはにはにはには至至至至っていないがっていないがっていないがっていないが、、、、

基金残高基金残高基金残高基金残高のののの減少減少減少減少、、、、県債残高県債残高県債残高県債残高のののの増加増加増加増加というというというという状況状況状況状況をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、これまでこれまでこれまでこれまで以以以以

上上上上のののの歳入確保歳入確保歳入確保歳入確保、、、、歳出削減歳出削減歳出削減歳出削減にむけたにむけたにむけたにむけた取取取取りりりり組組組組みがみがみがみが必要必要必要必要。。。。

６ 財政状況の指標

１１

本県の数値 早期健全化基準 財政再生基準―(△0.33%) 3.75% 5%―(△6.73%) 8.75% 15%12.3% 25% 35%247.1% 400% ―　※　実質赤字比率、連結実質赤字比率は、実質赤字がないため、（　　）内に黒字の比率を△で　　　 表している　※　早期健全化基準 ： 自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準　　　　　→ 財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等　※  財政再生基準    ： 国の関与による確実な再生が必要な水準　　　　　→ 財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等

 実質赤字比率　・一般会計等（公営企業・公営事業を除く会計）の　  実質赤字の比率 連結実質赤字比率　・全ての会計の実質赤字の比率 実質公債費比率　・公債費・公債費に準じた経費の比重を示す比率 将来負担比率　・地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき    実質的な負債を捉えた比率



（単位：百万円）

実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率 ―――― （（（（△△△△００００．．．．３３３３３３３３％）％）％）％） ※※※※ △△△△はははは黒字黒字黒字黒字のののの比率比率比率比率

連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率

 一般会計等の実質赤字額 △ 972 標準財政規模 294,352

　　　　　　一般会計等の実質赤字額

　　　　　　　標準財政規模

実質赤字比率　＝

 連結実質赤字額 △ 19,817  　一般会計等の実質赤字額 △ 972  　公営事業会計の実質赤字額 △ 9  　公営企業会計の資金不足額 △ 18,836 標準財政規模 294,352

　　　　　　　　　　　連結実質赤字額

　　　　　　　　　　　標準財政規模

連結実質赤字比率　＝

―――― （（（（△△△△６６６６．．．．７３７３７３７３％）％）％）％） ※※※※ △△△△はははは黒字黒字黒字黒字のののの比率比率比率比率

１２１２１２１２．．．．３３３３％％％％

１２

指標指標指標指標のののの算定内訳算定内訳算定内訳算定内訳

 地方債の元利償還金 71,851 地方債の準元利償還金 3,429     　⑲ 11.8%  　満期一括償還地方債の元金償還金相当額 305     　⑱ 12.4%  　公営企業債の償還に充てたと認められる繰出金 1,343     　⑰ 13.0%  　公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出 1,781 特定財源（公営住宅使用料など） 1,829 　　　⑰～⑲３カ年平均 元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 43,988           12.3% 標準財政規模 294,352

　　　　　　　　　　　　　（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－　　　　　　　　　　　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）　　　 　　　　　　　　　　標準財政規模－　　　　　　　　　　　　　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）実質公債費比率（３か年平均） ＝



将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率

資金不足額 事業の規模 水道用水供給事業 ― 11,897 病院事業 908 17,807 流域下水道事業 ― 6,462 中央卸売市場事業 4 622
　　　　　　　資金の不足額

　　　　　　　事業の規模

資金不足比率　＝

 水道用水供給事業 ―　（△162.3%）

 病院事業 5.0%

 流域下水道事業 ―　（△6.7%）

 中央卸売市場事業 0.7%

資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率

（単位：百万円）

１３

２４７２４７２４７２４７．．．．１１１１％％％％

※※※※ △△△△はははは資金剰余資金剰余資金剰余資金剰余のののの比率比率比率比率

 将来負担額 1,237,291 　 一般会計等の地方債現在高 1,028,950  　債務負担行為に基づく支出予定額 9,466  　公営企業債の償還に充てる繰出見込額 9,328  　退職手当負担見込額 180,726  　設立法人の負債額等負担見込額 8,821 充当可能基金額 83,696 特定財源見込額（公営住宅使用料など） 14,206 地方債現在額等に係る基準財政需要額算入見込額 520,672 標準財政規模 294,352 元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 43,988

 　　　道路公社、土地開発公社、地方独立行政法人（医大）、農業振興公社、林業基金

　　　　　　　　　　　　将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋

　　　　　　　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

　　　　　　　　　　　　　標準財政規模－

　　　　　　　　　　　　　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率　＝



指標指標指標指標のののの算定対象算定対象算定対象算定対象

○一般会計
○特別会計公立大学法人奈良県立医科大学　　　　　　　　　　　　　　　関係経費特別会計奈良公園費特別会計奈良県母子寡婦福祉資金貸付金特別会計奈良県農業改良資金貸付金特別会計奈良県中小企業振興資金貸付金特別会計奈良県証紙収入特別会計奈良県林業改善資金貸付金特別会計奈良県公債管理特別会計奈良県育成奨学金貸付金特別会計奈良県営競輪事業費特別会計奈良県観光自動車駐車場費特別会計奈良県水道用水供給事業費特別会計奈良県病院事業費特別会計奈良県流域下水道事業費特別会計奈良県中央卸売市場事業費特別会計
該当なし○土地開発公社奈良県土地開発公社○地方道路公社奈良県道路公社○地方独立行政法人公立大学法人奈良県立医科大学○損失補償債務のある設立法人(財)奈良県農業振興公社(財)奈良県林業基金(財)奈良県中小企業支援センター

一部事務組合・広域連合

地方公社・第３セクター等

地

方

公

共

団

体

一般会計　　

特別会計　　

公営事業会計

公営企業

会計

一般会計等

将来負担比率

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 資金不足比率 公営企業ごとに算定

１４



１５

財政健全化法財政健全化法財政健全化法財政健全化法のしくみのしくみのしくみのしくみ

早期健全化基準 　　 財政再生基準公営企業の経営健全化基準＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標＜範 囲＞ 一般会計及び特別会計（公営事業会計及び公営企業会計を除く）　＝一般会計等＜内 容＞ 実質赤字（歳入－歳出－翌年度に繰り越すべき財源 が▲となった額）の標準財政規模に対する比率※標準財政規模 ： 地方公共団体が標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示す指標　　　 　　標準税収入（普通交付税の算定に用いる各団体の収入）＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標＜範 囲＞ 一般会計及び全ての特別会計＜内 容＞ 全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標＜範 囲＞ 一般会計、全ての特別会計、一部事務組合及び広域連合＜内 容＞ 一般会計等が負担する地方債の元利償還金及びこれに準じるもの（満期一括償還地方債の１年当たり償還相当額、公債費に準じる債務負担行為に基づく支出 等）の標準財政規模に対する比率＜種 類＞ 負債の総額の状況を表すストック指標＜範 囲＞ 一般会計、全ての特別会計、一部事務組合及び広域連合、地方公社、損失補償債務のある法人等＜内 容＞ 一般会計等が将来負担すべき負債総額の標準財政規模に対する比率＜種 類＞ 資金繰りの状況を表すフロー指標＜範 囲＞ 公営企業ごと＜内 容＞ 資金不足額（流動負債－流動資産）の事業規模（営業収益）に対する比率

　指標の整備と

　情報開示の徹底［健全化判断比率］・フロー指標　①①①①実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率　②②②②連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率　③③③③実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率・ストック指標　④④④④将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率［公営企業の資金不足比率］　　 資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率→監査委員の審査に付し、　 議会に報告、公表

健全段階

 自主的な改善努力

 による財政健全化      ・財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け・実施状況を毎年度議会に　報告、公表・早期健全化が著しく困難と　認められるときは、総務大　臣が必要な勧告を行う

財政の
早期健全化

  国等の関与による

  確実な再生・財政再生計画の策定・外部監査の義務付け・計画は、総務大臣に協議し  同意を求めることができる　【同意無】　・災害復旧等を除き起債を制限　【同意有】　・収支不足額を振り替えるため、   再生振替特例債の起債可・財政運営が計画に適合しな  い場合、予算変更等を勧告

財政の再生

（

健
全
財
政）

（

財
政
悪
化）

実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率
連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率
実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率
将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率
公営企業公営企業公営企業公営企業のののの資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率



自主財源の割合：県税（地方消費税清算後）、分担金負担金、使用料手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入の合計額が歳出総額に占める割合
１６

県　税　の　推　移

020,00040,00060,00080,000100,000120,000140,000

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

（百万円）

利子割県民税 法人関係税
その他

118,157 98,696

産業廃棄物税創設郵便貯金高金利満期

105,504112,389 124,961

個人県民税
101,282 103,646

H19までは決算額、Ｈ20は当初予算額

森林環境税創設

109,844 132,832
税源移譲分(23,879)

税源移譲（個人県民税）

132,400
税源移譲分(21,888)

自主財源の割合、県民１人あたり地方消費税・法人２税・個人住民税の推移

18.0 19.0 17.0 12.5 17.5 18.4 19.5 21.7 22.4 21.520.7 19.9 19.6 19.0 17.9 17.3 17.7 19.6
37.1

14.1 14.5 14.4 13.0 14.2 15.7 14.8 15.3 15.2 14.9
35.4 42.5%41.1%34.5%32.9%32.0%31.5%31.4%34.2%34.7%32.7%

0%5%10%
15%20%25%
30%35%40%
45%

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０年　　度 0.05.010.0
15.020.025.0
30.035.040.0
45.0法人２税 個人住民税 地方消費税 自主財源比率 千円／人Ｈ１９までは決算ベース、Ｈ２０は当初予算ベース

参考資料

県税の状況

県税の状況



県債発行額と県税収入額の推移

837 713 652 589 520 570 492 385 338 295
262 436 325 244 238 3042271171410 636380 91 501,124 1,250 1,182 1,013 1,036 1,055 1,098 1,328 1,324987

02004006008001,0001,2001,4001,600

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

借換債臨時財政対策債・減税補てん債・ＮＴＴ債・退職手当債通常債県税収入額（億円）
927 790 832 942 1,006 895

※　１　Ｈ１９までは決算額、Ｈ２０は当初予算額。　　 ２　Ｈ１１からＨ１５までの決算額は、借換債を含めた額。Ｈ１６以降は、借換債を含まない額。　　 ３　Ｈ１６以降の借換債発行額は、公債管理特別会計に計上。

736 623 565 599

１７

県民１人あたり県債発行額及び県税収入額の推移

58 50 53 59 66 62 51 44 40 42
6 5 5 6 478 86 82 68 70 74 77 93 9372

01020
304050
607080
90100

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 年度

県民１人あたり県債発行額（借換債）県民１人あたり県債発行額県民１人あたり県税収入額（千円）

※　１　Ｈ１９までは決算額、Ｈ２０は当初予算額。　　 ２　Ｈ８からＨ１５までの決算額は、借換債を含めた額。Ｈ１６以降は、借換債を含まない額。　　 ３　Ｈ１６以降の借換債発行額は、公債管理特別会計に計上。

64 55 58 65 70

県債の状況

県債の状況



県民１人あたり県債残高の推移

538 559 571 577 570 573 573 565 556 540
153134121105907117 17 24 41

0100200300400500600700800

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 年度

通常債 臨時財政対策債・減税補てん債・臨時税収補てん債・ＮＴＴ債・退職手当債（千円）
555 576 595 618 641 663 ※　Ｈ１９までは決算額、Ｈ２０は当初予算案。678 686 690 693

１８

県　債　残　高　の　推　移

7,797 8,095 8,253 8,309 8,205 8,223 8,193 8,065 7,914 7,704
239 245 349 598 1,018 1,285 1,503 1,718 1,914 2,1747.1 6.7 7.3 9.0 9.1 9.2 9.2 8.9 7.4 7.5

02,0004,0006,0008,00010,00012,00014,000

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 0.01.02.0
3.04.05.0
6.07.08.0
9.010.0臨時財政対策債・減税補てん債・臨時税収補てん債・ＮＴＴ債・退職手当債通常債対県税収入額比率（億円） 倍※　Ｈ１９までは決算額、Ｈ２０は当初予算案。

8,036 8,340 8,602 8,907 9,223 9,508 9,696 9,783 9,828 9,878



基　金　残　高　の　推　移

442 478 477 462 520 528 471 440 387
243

427 462 500
358350312 325 362 341 324

105 110 110 100 105 99 93 87 82 55188305353429415362367368337 378

0100
200300
400500
600

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 0100
200300
400500
600財調＋県債基金 特定目的基金 財政調整基金 県債管理基金 （億円）（億円）

（年度）

Ｈ19までは決算額、Ｈ20は当初予算ベース

１９

公債費の推移

626 682 754 782 857 812 742 722 696 742
509163638012.2 12.9 14.4 16.2 17.2 16.5 15.5 15.7 15.5 16.2

0200
400600
8001,0001,200

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 年度0.02.0
4.06.08.0
10.012.014.0
16.018.0借換債借換債以外歳出に占める公債費の割合

※　１　Ｈ１９までは決算額、Ｈ２０は当初予算案。　　 ２　Ｈ１１からＨ１５までの決算額は、借換債を含めた額。Ｈ１６以降は、借換債を含まない額。　　 ３　Ｈ１６以降の借換債に係る公債費は、公債管理特別会計に計上。

（％）（億円）
706 745 817 873 907
公債費の状況

公債費の状況

基金の状況

基金の状況



２０

（１）義務的経費の状況

【人件費の推移】 （単位：億円）Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20人件費 1,788 1,779 1,801 1,761 1,725 1,710 1,711 1,698 1,692 1,723＜Ｈ18→Ｈ19　△6、△0.4％＞　うち退職手当除き 1,676 1,666 1,667 1,642 1,587 1,575 1,565 1,530 1,505 1,514＜Ｈ18→Ｈ19　△25、△1.6％＞　うち退職手当 112 113 134 119 138 135 146 168 187 209＜Ｈ18→Ｈ19　＋19、＋11.3％＞※　Ｈ19までは決算、Ｈ20は当初予算額。

義 務 的 経 費 の 推 移

(1,788)(160) (167) (177) (166) (123) (125) (122) (114) (115) (124)(706) (745) (817) (873) (812) (742) (722) (696) (742)
3,127 3,091 2,870 2,590 2,529 2,290 2,213 2,076 2,001 2,000

(1,723)(1,692)(1,698)(1,711)(1,710)(1,725)(1,761)(1,801)(1,779) (907)

45.9 52.0 55.053.6 53.8 55.6 56.452.149.346.5

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 その他の経費(公債費)(扶助費)　 　義務的経費(人件費)義務的経費決算額の構成比（億円） （％）

※　１　Ｈ１９までは決算額、Ｈ２０は当初予算額。　　２　Ｈ８からＨ１５までの決算額は、借換債を含めた額。Ｈ１６以降は、借換債を含まない額。Ｈ１６以降の借換債に係る公債費は、公債管理特別会計に計上。
2,575 2,5032,654 2,691

4,937 4,5895,781 億円
義務的経費の構成比5,782

2,795

5,665 5,390

2,800 2,755 2,647

5,284 4,788 4,610
2,534 2,589

4,504

歳出の状況

歳出の状況



普通建設事業費の推移

95,382 84,172 73,413 72,335 70,181 58,169 60,030 54,396 50,142 46,758
59,729 61,064 54,273 44,423 36,609 34,021 22,534 18,605 14,747 11,85620,824 12,792 13,468 12,81517,01728,96021,04114,31616,12516,11729.6 27.9 25.1 25.5 25.7 22.1 21.6 18.6 17.4 15.6

020,00040,00060,00080,000100,000120,000140,000160,000180,000200,000220,000

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 0.05.0
10.015.0
20.025.0
30.035.0

直轄事業単独事業補助事業歳出全体に占める割合 （％）（百万円）
171,228 142,002 137,799 135,750 103,388 71,429

161,361

※　Ｈ１１～Ｈ１９は決算額、Ｈ２０は当初予算額
85,793 78,357109,207

（２）主な社会保障関係経費の状況

（３）普通建設事業の状況

２１

主な社会保障関係経費の推移

4,031 5,384 6,271 6,699 7,413 7,856 9,404 9,767 10,4435,551 5,616 5,775 6,140 6,917 7,991 8,314 8,618 10,5701,036 1,154 1,047 1,137 2,090 2,4192,332 2,640 2,663
901 983 999 1,531 1,580 7,042 8,584 9,283 9,173
4,502 4,733 4,846 4,945 4,792 4,624 4,330 4,207 4,321

603 743 761541 815 863487 531304
05,00010,00015,00020,00025,00030,00035,00040,000

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

（百万円） 生活保護費国民健康保険関係経費児童手当負担金障害者自立支援給付老人保健医療給付介護給付費負担金16,325 18,357 19,469 20,459 22,260 29,137 34,101 36,605 39,589

※ Ｈ12～19は決算額、Ｈ20は当初予算額

生活保護費の性質は扶助費、その他の性質は補助費等


